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まえがき 
 
 平成１１年５月１日に一部施行された建築基準法の一部を改正する法律（平成１０年法律第１０

０号）で中間検査制度が創設され、本市においても平成１２年４月１日から中間検査を行ってきま

した。 
 このことは、阪神・淡路大震災の被害の状況を踏まえて創設された中間検査制度の趣旨に基づき、

建築物の適法性及び安全性の確保を図るためには施工中での検査が必要であるという認識のもと

に、一定の建築物について中間検査を行い、この間、完了検査受検率の向上や違反建築物の減少な

ど、本制度が一定の効果をあげてきたと考えています。 
平成１７年の再指定では、対象建築物を拡大し、さらに平成２２年には、対象建築物はそのまま

に期間を延長して中間検査を行ってきました。また、平成１７年に起きた耐震偽装事件の影響によ

る一連の法改正により、厳格な検査や適正な工事監理が今まで以上に求められているため、平成２

３年４月以降も本制度を実施し、厳格な検査や適正な工事監理を推進していくことにより、良好な

まちを形成し、市民の大切な財産である建築物の適法性と安全性を確保することが必要と考えると

ともに、検査の実効性を確保するためにも、検査が必要と考えられる建築物を重点的に検査してい

くことを考え再度対象建築物を見直しました。 
また、令和６年には、省エネ化に伴い重量化している建築物の構造安全性の確保を目的として、

特例対象規模の縮小が行われたことに伴い、一戸建ての住宅等における中間検査の対象となる規模

の見直しを行っております。 
 建築主事又は指定確認検査機関による中間検査及び完了検査は、指定した工事の段階及び工事

完了時にそれぞれ行うものですが、既に施工されている部分の一部は書類や写真などからしか確認

することができません。このため、設計図書と照合して適正に工事が行われているかの確認は、建

築主から工事監理を委託された建築士が工事監理者として行うべき業務であり、公正な第三者の立

場として建築主事又は指定確認検査機関が行う検査は、工事監理が適正に行われているかを主眼に

おいた目視・外観の検査が基本と考えています。 
本指針は、中間検査の趣旨、指定を行った告示の解説、手続きの進め方などを手引きとして取り

まとめたものです。中間検査の実施にあたって本指針をご活用いただき、検査が円滑かつ効率的に

行われ、安全で良質な建築物のストックに寄与されることを期待しています。 
 
 
 
                               令和７年４月 
                               まちづくり局指導部長 
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